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1 障害者自立支援法の廃止及び新たな制度の創設に向けた検討について   

昨年9月9日の連立政権合意において、「障害者自立支援法」は廃止し、「制度  

の谷間」がなく、利用者の応能負担を基本とする総合的な制度をつくることとさ  

れている。   

今後、障害者の方々や事業者など現場の方々をはじめ、様々な関係者の御意見  

などを十分に聞きながら、検討を進めていく。  

・12月8日、閣議決定により内閣に「障がい者制度改革推進本部」が設置。  

・1月12日、第1回「障がい者制度改革推進会議」が開催。   

この新たな制度ができるまでの問、平成22年度予算案においては、低所得（市  

町村民税非課税）の障害者及び障害児につき、障害福祉サービス及び補装具に係  

る利用者負担を無料とすることとしている。  

ー1－   



これまでの経緯  

障害者自立支援法の施行（同年10月に完全施行）   

法の円滑な運営のための特別対策   

（平成18年～平成20年度の3年間で国費二1，200億円）   

（①利用者負担の更なる軽減、②事業者に対する激変緩和措置、③新法への円滑な移行  

等のための緊急的な経過措置）  

○平成18年 4月   

○平成18年12月  

○平成19年12月：旧与党・障害者自立支援に関するプロジェクトチーム報告書  

（抜本的見直しの視点と9つの見直しの方向性の提示）  

：障害者自立支援法の抜本的な見直しに向けた緊急措置  

（①利用者負担の見直し、②事業者の経営基盤の強化、③グループホーム等の整備促進）   

○平成20年12月：社会保障審議会障害者部会報告のとりまとめ   

○平成21年 2月：旧与党一障害者自立支援法の抜本見直しの基本方針   

○平成21年3月：「障害者自立支援法等の一部を改正する法律案」国会提出  

→同年7月、衆議院の解散に伴い廃案  

○平成21年 9月：連立政権合意における障害者自立支援法の廃止の方針  

連立政権合意等  

26．「障害者自立支援法」を廃止して、障がい者福祉制度を   
抜本的に見直す   

【政策目的】  
○障がい者等が当たり前に地域で暮らし、地域の一員と   
してともに生活できる社会をつくる。   

【具体策】  
O「障害者自立支援法」は廃止し、「制度の谷間」がなく、   
サービスの利用者負担を応能負担とする障がい者総合   
福祉法（仮称）を制定する。  

○わが国の障がい者施策を総合的かつ集中的に改革し、  
「国連障害者権利条約」の批准に必要な国内法の整備   
を行うために、内閣に「障がい者制度改革推進本部」を   
設置する。   

【所要鎮】   
400億円程度  

再建2 〉〉いのち セーフティネットを充実   

5．障がい者福祉   

○基本的な生活、働く場にも利用料を課す「障害者自立   
支援法」を廃止し、支援費制度の応能負担の仕組みに   
戻します。医療と福祉を区分し、両面から障がい者の生   
活を支えます。精神通院公費、更生医療・育成医療を復   
活して重くなった自己負担を軽減します。   

○谷間の障がい者、難病者をカバーする総合的な「障害   
者福祉法」を制定します。   

○国際的な水準による「障がいの定義」を確立します。「国   
連障害者の権利条約」にもとづいて障がい者の所得保   
障、働く場や生活の場など基幹的な社会資源の拡充、   
就労支援策の強化などを行います。  
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26．「障書巻自立支援法」を  
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障がい者福祉制度を  

抜本的に見直す   

l政策目的】  

障がい者等が当たり前に地境で登ら   

し、池嬢の一員としてともに生活できる   

社会をつくる 

l具体策】  

ノ「障害者自立支援法」は廃止し、「制   

度の谷間」がなく～ サービスの利用者   

負担をj右転負担とする隈がい者総合福   

祉法三億称）を制定する。  

こjわが国の障がい者施策を総合的かつ集   

中的に改革し、「国連障害者権利条約」   

の艶准に必要な国内億の整備を行うた   

めに、内閣に「憬がい者制度改革推温   
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【所変額】  

400億円程度  

牽行員 mた7薫23践  

降車者自立支援法を廃止し、  

新たに障がい着陸合常祉誌を制定   
j・ノが葬の陳がい者愚7按を複合的方｛て壌や斡に改革  

ハ戎港簿害者鴇釣魚釣串厘牒ぷ戒廃藩億脛礎採牒  
偉を－．＝うた来さに、声；甘に F跨がい看邪悪技葦準護若  

君：jを≡葺架‡．ま才、。漂遺喪蚤には、嫁がい彗草書、宥終  

着をきむ委員′主≡を設iそ、改発Y緩苓鷲野丈、ら跨がい－雪  

寧掌が春画甘るよ・1にミ′夏季‾こそLて、簿がい音義筆  

［ニ荒するモニターjン′r観閲ジフ没果、障がい者黍儲ほ  

貫首バ◆る浅寓語の無勢、雑感≧い音感袴痩濁履一打る法  

則寿明腐綴L漁法・驚拳へ卵巷加の・壱♂〕凝儲、司法  

に蘇る亨腐における支蛭が．）法克、すンケアい シナミ、芸  

にZ㌻き完に学ぶき教育への鼓魂、弾韓神職乳濁職滅  

昌∑三∃苺噂革望騒滞、婿がい著ヘクノゝ藍帝文法の見落し、隼  

覇対祭♂）紋熱雲行など跨がも′i肴が博鶉老僕であること  

を明確にして、∋己抱起▼蛮己選択の尽芦尋が保線さ  

訂しちよう艶悪漢革を豆．案L㌣右   

ぎ寿がい肴挙がゝ当たき〉帝に鹿鰻で替らし、飽壌の・  

眉と‘√て策に宣言尭できふij：愈を残数し‘ます二跨害者  

⊇て′＿文民慈により、熊臓料¢フ泉惧博一潤がも）者の喜  

～t，！、．た軽薄緩彗那了ちね‾こしきったことから、拓放漫  

常にづいてほ．慈講評警、宗次騙線詑障害≠襲頃、F苛帯  

滞貰なども鍵盤とし‾こ噂賢くき答発をなくヰ■こと、簿  

がい将喪；、ゼ、ビスだ）挙j薫蔓青笥照を廷；梁島額とするこ  

と．ヰト ビ、ミ主産決定弼庶の羅≡鼓…．・などを卓テい、洛竃  

者忘鼠ま層滋ぷ粟沫滝「簿カてい青嵐桝落・紋弦月誉跨∴  
i卜；∵三▼   

三た、滞がい青福璽チ詳言′艶文し、中小象牽を貴腐  

粁がい零磨ききiを産渡しま’幸二極杓弾富者を畳！＞心とし  

ゝ「：幸吉云鶉入院愚者gf潜藷浅頒と漁竣メら吾の実現に閏  

汗て駕闇症㍍現計の里虜牒摘目釘わます  

障がい壱制度改革について   

～政権交代で実現する真の養生社会～  
20Q9年4月8日  

帝がも嗜政策プロジ工クトチーム（PT）  

第3 挿がい者の総会擢祉施策の改革推進の方向性  

（「陪がい宥総合福祉法（仮称）Jの在り方）  
「挿勘案博jぼ磯劉裾線の対象とす鳥；   

現行の「隷書容隠立貿旗法jにおけるサーピ久体瀬音曙机l脅篭の顔に   
おける重層、自立と社食参添および由己決意凋已濃艶の滞朋にかんがみて、   
「活転丈挽一撃グループ和一揖j（現行のケアホームの虔うヨこ必禁な機会に   

介護支援が発けられるよう詭軟ぎこ対賂す塾）として法縁する¢   
漆曳くい究にかかる絹枝サービ鼠体茶軋r簿がい帝総合楊枝浸く頗給）iの甲   

に釣濱村けて、素地玄師貨幣野韓ぐ纂確約橿論陣きが行うものとする，  

（5） 革袋番の経営碁盤の強化   
サービス事象動こ対する叉穣の芭￥方について。嚢行め日綾方式は豪度し   

裏革は月罷方式とする．サー藍乱麻詠によって綾、磯謝のサービスとして日   

詔力ま普取ij入れあことは磯陰Lないク   

サービス事業者の絨毯漉盆の渓化乳陣がい電力囁剖のサービス菱劉将す   
る鰐▲繁更餌な塑談サービスの磯侠に寄奄するものであることにかんゐlみ，   

洩乱獲惑糞および人絡景琴についてぎ息、それぞれの穐鋳を写滝上げて整備す   
ることを洪が集注を搾って行う牧  

（6） 地域生活支援夢農の在り方   
薄がい普個人の社会参加として料用すあ日常生義用其の総官・拍l、移動尭揚   

については，無期絵吋のサービス支援汀重義・社会参加サービス貿軌〉と   
Lて色濃棺！号る寸  

コミュニケーション窯讃i拳法遥か琴芝行う磯の轟沈さについて様㌧浄測   
無筆キで行うものとする㌢  

（7） 相談支援の在り方   
陣がい窃寧が霜蕊な毯域で磁紘サービスを選択・割用でさ㌧華たヤ1郎＝地   

域で暮らし、絶域の｛農とLて異に生活するこ七ができるように，謀行㊥r坦   
横倉立文雄協議蓑jを苧襟として栂洪事果の体制数社（社衰脱法人やNP   
O、ビアカウンセリングなとⅦ様輪講鄭を推進L、あわ管て相談妾Dや細   
践員の莞粟を釣込 

（8） 或芳支援の在り方   
陣がい者の琉息女嘉を受捜するために、一般就労を僅遷するとともに、魂  

†亨の地域毎立受技闇念の各絶域における随窮め先細弛告行い、柳本ワ   
トワーク基盤の幾態と紋労の定着を関る土  
山餃敵方以外の敦労的事業く縁挑乱臨機工場．筆意経臥小規模作業   

所削瞥整礫し、農行の㌻自立軸機j F研移行支援Jr就労鋸綴支線jのう   
ち軟調真触こかかわ烏零幾について緩急．漸ホ徹するとともに，拙文媒体   
覇を遽傲ナる方向で線輪を加える   

（1） 障がい壱の…経国・定裳に‾コいて  

r濱微香転意文様浅丘第d免震漉督草魚室＝発表し．いわ締る㌻制度ぬ苔湖」   

と精強さ一之ていた「発議簿欝．高次騨機紺青、職病、内訪外需」など季語   

む宏翳となること笠裏手とする乍  
汚がい吾琴窃範灘・芝儀を見渡し、いわゆる『制度の童珊Jと慕わ九る梅   

社サービスの音j豪勢をなくし，喋広く揃陵サービュ恵（利用できる未うにする 

あわせて何らか萬翔がいにより提紘サービスをめ苓とする蒲がい窓に㌻社会   
拳迫力ード鳩拷）J資資f、Iする劉ま賢劃瀞する（鞘抒の手張封漬かち曲移   
行が円滑になされるよう疎遠洛簑を訟汁るl。  

（2） 利用者負担の在り方  

剖為朝ゑ掛二ついては▲求行の㌻夏草負嬰ミ拓轟負榔」を廃止L，鳩巣   
負絹j蕾義春とする与r隋総員穎jにおける象親翻心算定について持∴現行   
の「詮帯榛扱ぐ蘇紆」吾見落して「儲人静枝（鶉用零素人、甜者を語むきj   
ょする。  
報故サービスにかナる鞘用漏負担額と輔袈巣および賢度に蘇る劉濁音角   

番斜と愈儀した級が一定め餞羨超えるく志操となるう増倉には、準邪め員橿   
転滅策を請じる，  

（3） サ岬ヒス利用の支給決定の在り方  
親行のー蒲凛賛意正文瑳法Jにおける「薄霧線度区分」によもサービス支   

線決定め凝り方を詭本吉汚に葦め．薄がい宅等のこ－ズ更＝慕づ〈諾意方法吉あ   

草とする争   
「洋襟礫ま区分泣富jlま廉止するF「ソーシャルワーカー腎誹査専門員く仮   

将；」軋簿金一い焉のサービス粥用ニーズ洩蛮を1郡上rサービス支線に集る   

ガイドライン（仮称盲Jに藁づいて、サービス割熊の支給内謬を汗峡する．   

幾銭消雪専門巣が作疾したサービス玄能内容を一弾がい琶サービス雲良妾   
（仮称）ゴミサービス絵樗の決定葱行うためぬ地域…ニおl千る業員意うで決定し．   

東應機燐て褐幣拷等一 に綾示する。  

（4） サービス錬熱か在り方  
サービスを鞘用する陣がい恭啓の魯文と社会参加およぴ8邑決意・自己遺   

託幻寄附こかんがみて、r注意一概念参加サービス＿丑．諾j とLて紋会する各  
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【平成21年12月15日 第1回障がい者制度改革推進本部資料（内閣府作成）】  

障害者制度改革の推進体制  

●障害者権利条約の締結に必要な  
国内法の整備を始めとする我が国  
の障害者に係る制度の集中的な改  
革を行うため、閣議決定により設置。   

●当面5年間を障害者制度改革  
の集中期間と位置付け、  
・改革推進に関する総合調整  
■改革推進の基本的な方針の案  
の作成及び推進  
・「障害」の表記の在り方に関  

する検討  
等を行う。  

障がい者制度改革推進本部  

（内閣総理大臣を本部長とし  

すべての国務大臣で構成）  

障がい者制度改革推進会議  

（障害者、障害者の福祉に関  
する事業に従事する者、学識  
経験者等）  

障害者に係る制度の改革を始め、  
障害者施策の推進に関する事項に  
ついて意見  

部会（施策分野別）  

必要に応じ、部会を開催  

【新たな推進体制の下での検討事項の例】  

■障害者権利条約の実施状況の監視等を行う機関（モニタリング機関）  

・障害を理由とする差別等の禁止に係る制度  

・教育  

・雇用  

・障害福祉サービス  

等  

障がい者制度改革推進本部の設置について  

平成21年12月8日  
閣 議  決 定  

1障害者の権利に関する条約（仮称）の締結に必要な国内法の整備を始めとする我が国の障害者に係る制度の集中的な   

改革を行い、関係行政機関相互間の緊密な連携を確保しつつ、障害者施策の総合的かつ効果的な推進を図るため、内閣   

に障がい者制度改革推進本部（以下「本部」という。）を設置する。   

2 本部の構成員は、次のとおりとする。ただし、本部長は、必要があると認めるときは、関係者の出席を求めることができる。  

本部長  内閣総理大臣  
副本部長 内閣官房長官  
副本部長 内閣府特命担当大臣（障害者施策）  

本部員  他のすべての国務大臣   

3 本部は、当面の5年間を障害者の制度に係る改革の集中期問と位置付け、改革の推進に関する総合調整、改革推進   

の基本的な方針の案の作成及び推進並びに法令等における「障害」の表記の在り方に関する検討等を行う。   

4 本部長は、障害者施策の推進に関する事項について意見を求めるため、障害者、障害者の福祉に関する事業に従事  

する者及び学識経験者等の参集を求めることができる。   

5 本部の庶務は、関係行政機関の協力を得て、内閣府において処理する。  

6 前各項に定めるもののほか、本部の運営に関する事項その他必要な事項は、本部長が定める。  

7 平成12年12月26日間議決定により設置された障害者施策推進本部（以下「旧本部」という。）は廃止し、これまで   
旧本部が決定した事項については、本部に引き継がれるものとする。  

－4－   



障がい者制度改革推進会言義の開催について  

平成21年12月15 日  
障がい者制度改革推進本部長決定  

1障害者施策の推進に関する事項について意見を求めるため、障がい者制度改革推進会議（以下「会議」という。）を  

開催する。  

2 会議の構成員は、障害者、障害者の福祉に関する事業に従事する者及び学識経験者等のうちから、別に指名する。  

3 会議は、必要に応じ、構成員以外の者の出席を求めることができる。  

4 会議の議長は、構成員の互選により決定する。  

5 会議は、必要に応じ、部会を開催することができる。部会の構成員は、別に氏名する。  

6 会議の庶務は、関係行政機関の協力を得て、内閣府政策統括官（共生社会政策担当）において処理する。  

障がい者制度改革推進会議構成員名簿  （敬称略 五十音順）  

大久保 常明  

大谷 恭子   

大濱 眞   

小川 栄一   

尾上 浩二   

勝又 幸子  

門川 紳一郎   

川崎 洋子   

北野 誠一   

清原 慶子   

佐藤 久夫  

新谷 友良  

（福）全日本手をつなぐ育成会常務理事   

弁護士   

（社）全国脊髄損傷者連合会副理事長   

日本障害フォーラム代表  

（NPO）障害者インターナショナル日本会議  

事務局長  

国立社会保障・人口問題研究所  

情報調査分析部長   

（福）全国盲ろう者協会評議員   

（NPO）全国精神保健福祉会連合会理事長   

（NPO）おおさか地域生活支援ネットワーク  

理事長   

三鷹市長   

日本社会事業大学教授   

（社）全日本難聴者・中途失聴者団体連合会  

常務理事  

関口 明彦   

竹下 義樹   

土本 秋夫   

堂本 暁子   

中島 圭子   

中西 由紀子   

長瀬 修  

久松 三二   

藤井 克徳   

松井 亮輔   

森 祐司  

山崎 公士   

オブザーバー  

遠藤 和夫  

全国「精神病」者集団運営委員   

（福）日本盲人会連合副会長   

ピープルファースト北海道会長   

前千葉県知事   

日本労働組合総連合会総合政策局長   

アジア・ディスアビリティインステイテート代表   

東京大学大学院特任准教授   

（財）全日本ろうあ連盟常任理事・事務局長   

日本障害フォーラム幹事会議長   

法政大学教授   

（福）日本身体障害者団体連合会  

常務理事・事務局長   

神奈川大学数授  

日本経済団体連合会労働政策本部主幹   
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2 特別児童扶養手当等について  

（1）手当額について  

特別児童扶養手当、特別障害者手当、障害児福祉手当及び経過的福祉手当につ   

いては、「特別児童扶養手当等の支給に関する法律」、昭和60年の「国民年金   

法等の一部を改正する法律」附則（経過的福祉手当）及び「児童扶養手当法によ   

る児童扶養手当の額等の改定の特例に関する法律」に基づき、年平均の全国消費   

者物価指数を基に所要の改定を行うこととされている。  

平成22年度の手当額については、平成21年の全国消費者物価指数の下落が   

対前年1．4％であるため、「児童扶養手当法による児童扶養手当の額等の改定   

の特例に関する法律」の規定による特例措置により、平成21年度と同額に据え   

置かれる予定である。   

（現 行）   （平成22年4月分～）  

50，750円 → 据 え 置 き  

33，800円 → 据 え 置 き  

26，440円 → 据 え 置 き  

14，380円 → 据 え 置 き  

14，380円 → 据 え 置 き  

特別児童扶養手当（1級）  

（2級）   

特別障害者手当   

障害児福祉手当   

福祉手当（経過措置分）  

（参 考）   

障害基礎年金1級（月額）   

障害基礎年金2級（月額）  

82，508円 → 据 え 置 き  

66，008円 → 据 え 置 き  
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（2）所得制限限度額について  

特別児童扶養手当、特別障害者手当、障害児福祉手当及び福祉手当（経過措置   

分）の所得制限限度額については、障害基礎年金等の公的年金と同様に据え置く   

予定である。  

本  人  

特別児童扶養手当（4人世帯・年収） 770．7万円 → 据え置き  

そ  の  他（2人世帯・年収） 565．6万円 → 据え置き  

扶養義務者等（6人世帯・年収）  954．2万円 → 据え置き  

（3）特別児童扶養手当事務取扱交付金について  

特別児童扶養手当事務取扱交付金については、「特別児童扶養手当等の支給に   

関する法律に基づき都道府県及び市町村に交付する事務費に関する政令」（昭和   

40年政令第270号）に基づき交付されているところであるが、平成21年度   

事業実績報告及び平成22年度当初交付申請に係る都道府県と市町村の事務費単   

価については、平成21年における人事院勧告に基づく国家公務員の給与改定に   

伴い、人件費単価が減少したため、以下のとおり改定する予定である。  

20年度  21年度  

政令第1条第1号に規定する額（都道府県分） 2，378円 → 2，346円  

政令第2条に規定する額（市町村分）  1，468円 →1，447円  

（4）制度の適正な運営等について  

特別児童扶養手当等の支給事務については、従来より適正な運営をお願いして   

いるところであるが、都道府県及び市町村等において、以下のような不適切な取   

り扱いが見られた。  

（∋ 障害程度の認定事務にあたり  

イ 障害程度認定基準に該当しないものを認定していた事例  

特別児童扶養手当について、診断書の一般状態区分表において「Ⅲ  

軽度の症状があり、強い運動は制限を受けるが、歩行、軽い運動や座業  

はできるもの」であるものを2級に認定しているもの（人工透析を行っ  

ている場合等、一部の例外を除く）  

特別児童扶養手当について、診断書の一般状態区分表において「Ⅳ  

身のまわりのある程度のことはできるが、しばしば介助がいり、日中の  

50％以上は就床しており、自力では屋外への外出等がほぼ不可能とな  

ったもの」を1級に認定しているもの（一部の例外を除く）  
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障害児福祉手当について、心臓疾患用診断書の養護の区分が「（4）継続  

的医療」で認定しているもの  

・ 検査値や所見が基準を満たさないもの  

検査値や所見が一般状態区分・養護区分・活動能力の程度・安静度等  

を裏付けるものとなっていないもの  

特別児童扶養手当について臓器移植後1年は従前の等級で認定するこ  

ととされているが、一年経過後も現在の状態を確認せず引き続き従前の  

等級で認定しているもの  

障害児福祉手当の知的障害の認定において知能障害が最重度でなく問  

題行動等が特にないものを認定しているもの   

ロ 障害程度認定基準の適用について、総合的判断により障害を認定した場合  

に判断理由を明確に記録していない事例や判断理由に妥当性を欠く事例   

ハ 特別児童扶養手当について、急性リンパ性白血病や悪性新生物などで発病  

（治療開始）後まもなく、「傷病が治った」又は「症状が固定した」といえ  

ない状態で認定を行った事例   

二 特別障害者手当等において、診断書の審査など医学的専門的判断を必要と  

するにもかかわらず、医師による審査が行われずに認定している事例   

ホ 特別障害者手当等において、障害の程度の軽減が予測されるにも拘わらず、  

有期認定をしていない事例  

② 認定請求書等の受理から認定までの期間が、長期間（2ケ月以上）に及んで   

いる事例  

③ 所得制限限度額を超え支給停止となっている者が、引き続き所得制限限度額   

を超え支給停止になる場合において、所得状況届の提出が免除されるにも関わ   

らず提出が免除されることを周知せず所得状況届の提出を求めている事例   

（特別児童扶養手当等の支給に関する法律施行規則第十二条の三において読み替えて   

準用する同規則第四条）  

④ 児童の死亡や施設入所により資格喪失となるべき者に対し、その事実を把握   

しないまま長期にわたり手当の支給を続けている事例  

⑤ 増額改定について、額改定請求書が提出されないまま額改定を行った事例   

各都道府県においては、制度の趣旨、支給要件等について十分理解のうえ、適  

正な制度運営を行うとともに、迅速な事務処理を行うよう努められたい。   

また、管内市町村に対しても、適正な事務処理を行うよう周知徹底方お願いし  

たい。  
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（参考）所得制限限度額表（平成14年8月1日改正）  

【特別児童扶養手当】  

（単位：円）  

扶養 本  人  配偶者及び扶養義務者  
親族等  

の数               収入額！所得額  収入額：所得額   
0   6，420，000   ：4，596，000   8，319，000  ，287，000  

平  1   6，862，0  ，976，000   8，596，0  ，536，000   
2   7，284，0  ，356，000   8，832，0  ，749，000   

22  3   
7，707，0  ，736，000   9，069，0  ，962，000   
8，129，0  ，116，000   9，306，0  ，175，000  

5   8，551，000  6，496，000   9，542，000  ，388，000   

0   6，420，000  4，596，000   8，319，000  ，287，000  
平  1   6，862，0  ，976，000   8，596，000： 6，536，000   
成   2   7，284，0  ，356，000   8，832，000  ： 6，749，000   

21   
3   7，707，0  ，736，000   9，069，000  ・ 6，962，000   
4   8，129，0  ，116，000   9，306，000  ：7，175，000  
5   8，551，000  6，496，000   9，542，0007，388，000   

【障害児福祉手当、特別障害者手当及び経過的福祉手当】  

（単位：円）  

扶養  本  人  配偶者及び扶養義務者  
親族等  

の数               収入額：所得額  収入額‡所得額   
0   5，180，000   ：3，604，000   8，319，000  ，287，000  

平  1   5，656，000  ： 3，984，000   8，596，0  ，536，000   
2   6，132，000  1 4，364，000   8，832，0  ，749，000   

22   3   6，604，0  ，744，000   9，069，0  ，962，000   
年   4   7，027，0  ，124，000   9，306，0  ，175，000  

5   7，449，000  5，504，000   9，542，000  ，388，000   

0   5，180，000  3，604，000   8，319，000  ，287，000  
平  1   5，656，0  ，984，000   8，596，0  ，536，000   
成   2   6，132，0  ，364，000   8，832，0  ，749，000   
21   3   6，604，0  ，744，000   9，069，0  ，962，000   
年   4   7，027，0  ，124，000   9，306，0  ，175，000  

5   7，449，000  5，504，000   9，542，000  ，388，000   
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3 特別障害給付金制度の周知について   

国民年金の任意加入期間に加入しなかったことにより障害基礎年金等を受給し  

ていない障害者の方について、国民年金制度の発展過程において生じた特別な事  

情にかんがみ、福祉的措置として特別障害給付金を給付する措置が平成17年4  

月1日から施行されている。本制度の周知については、障害保健福祉部企画課通  

知（平成18年8月7日付け障企発第0807001号（別添参照））により各  

都道府県民生主管部局長あて依頼しているところであるが、その一層の周知徹底  

を図るため、各都道府県及び市区町村を通じ引き続き制度の周知・広報をお願い  

したい。   

また、特別障害給付金制度の更なる周知を図るために、福祉関係施設や事業者、  

医療関係者、民生委員、障害者団体等、日頃障害者と接する機会の多い方々を通  

じた周知についてもご協力方お願いしたい。  

平成22年度支給額（案）   

障害基礎年金1級相当に該当する方：月額50，000円（2級の1．25倍）   

障害基礎年金2級相当に該当する方：月額40，000円  

．
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（別添）  

障企発第0807001号  

平成18年8月7日  

各都道府県民生主管部（局）長 殿  

厚生労働省社会・援護局  

障害保健福祉部企画課長  

特別障害給付金制度の周知について（依頼）  

国民年金制度の発展過程において生じた特別な事情にかんがみ、障害基礎年  

金等を受給していない障害者に対する福祉的な措置として、平成17年4月1  

日より特別障害給付金制度が施行され、1一一年余りが経過したところであります。   

これまで、「特定障害者に対する特別障害給付金の支給に関する法律」（平成  

16年法律第166号）が成立して以来、各都道府県及び市区町村にご協力を  

いただき、広報紙への掲載や、窓口でのチラシ配布等による周知をお願いして  

きたところですが、平成18年5月12日付けの事務連絡にて、各都道府県及  

び各市区町村における特別障害給付金制度の周知の状況を調査させていただい  

たところ、参考1、2の通り未だ不十分な状況にあります。   

つきましては、以下の周知方法によるほか、障害者の方々に対する各種情  

報提供や行事の実施等、障害保健福祉施策を実施していく際のあらゆる機会を  

捉え、特別障害給付金制度の更なる周知にご協力をいただくようお願い致しま  

す。さらに管内の市区町村（指定都市及び中核市を含む。）や障害者団体への  

協力依栢についてもお取り計らいいただきますようお願い致します。  

（周知方法の参考例）   

① 窓［］でのチラシ等の配布や広報紙等への掲載   

② ホームページへの掲載   

③ 障害者団体、事業者、民生委員等を通じたきめ細やかな周知   

④ 市区町村における窓口の設定や担当職員への周知  

なお、別添に周知用案文例を添付しましたので、周知用パンフレット等の作  

成等にご活用下さい。   
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（別添）  

（周知用案文例）  

国民年金の任意加入期間に加入しなかったことにより、障害基礎年金等の受  

給権を有していない障害者の方に対して、国民年金制度の発展過程において生  

じた特別な事情にかんがみ、福祉的措置として「特別障害給付金制度」が創設  

され、平成17年4月1日から施行されました。   

1．支給の対象となる方   

（1）平成3年3月以前に国民年金任意加入対象であった学生   

（2）昭和61年3月以前に国民年金任意加入対象であった被用者（厚生年  

金、共済組合等の加入者）の配偶者  

であって、当時、任意加入していなかった期間内に初診日（※）があり、   

現在、障害基礎年金1級、2級相当の障害に該当する方。ただし、65歳  

に達する目の前日までに当該障害状態に該当された方に限られます。  

なお、障害基礎年金や障害厚生年金、障害共済年金などを受給すること  

ができる方は対象になりません。  

（※）障害の原因となる傷病について初めて医師又は歯科医師の診療を受けた  

目   

2．支給額（平成18年度）   

障害基礎年金1級相当に該当する方：月額49，850円（2級の1．25倍）  

／／  2級相当に該当する方：月額39，880円  

○支給額は、毎年度物価の変動に応じて改定されます。  

○ご本人の所得によっては、支給が全額又は半額、制限される場合がありま  

す。  

○老齢年金、遺族年金、労災補償等を受給されている場合には、その受給額  

相当は支給されません。  

○経過的福祉手当を受給されている方は、当該手当の受給資格は喪失します。   

3．請求手続   

請求の窓口は、住所地の市区町村役場です。なお、特別障害給付金の支給  

に関する事務は、社会保険事務局（社会保険庁）で行っています。   

原則として、65歳に達する目の前日までに請求していただく必要があり  

ますが、経過措置として、施行日（平成17年4月1日）に65歳を超えて  

いる方は平成22年3月31日まで申請することができます。また、施行日  

以降間もなく65歳に達する方についても65歳を超えてから一定期間は請  

求を行うことができる経過措置が設けられています。  
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4 身体障害者福祉法における肝臓機能障害の追加について  

身体障害者福祉法における肝臓機能障害の追加については、昨年12月24日に身体   
障害者福祉法施行令等の一部を改正する政令等を公布するとともに、身体障害認定基準   
等の通知を発出し、本年4月1日の施行に向けて準備を進めていただいているところで   

ある。都道府県・指定都市並びに中核市においては、円滑な事務の遂行をお願いしたい。   

なお、肝臓機能障害について身体障害者手帳の交付を受けた者が旅客運賃の割引等の   

対象に追加されるかどうかについては、現在、関係省庁及び関係団体に協力を要請中で   

ある。  

（参 考）平成21年12月24日に公布した政省令及び発出した通知   

【政  令】  

身体障害者福祉法施行令等の一部を改正する政令（政令第298号）   

【省  令】  

身体障害者福祉法施行規則及び障害者の雇用の促進等に関する法律施行規則の一部を  

改正する省令（厚生労働省令第157号）   

【認定基準】  

身体障害者障害程度等級表の解説（身体障害認定基準）の一部改正について（障発1224  

第2号・障害保健福祉部長通知）   

【認定要領】  

身体障害認定基準の取扱い（身体障害認定要領）の一部改正について（障企発1224  

第1号・障害保健福祉部企画課長通知）   

【疑義解釈】  

「身体障害認定基準等の取扱いに関する疑義について」の一部改正について（障企発  

1224第2号・障害保健福祉部企画課長通知）   

【手続き等】  

身体障害者手帳に係る交付手続き及び医師の指定に関する取扱いについて（障発1224  

第3号・障害保健福祉部長通知）  
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